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平成２６年１月３０日（木） 午後２時００分～ 

足立区役所 南館８階 特別応接室 

《 次 第 》 

 １ 平成２６年度 予算編成方針 

 ２ 刑法犯認知件数ワースト圏から離脱！ 
「 犯 罪 の 多 い ま ち 」 な ん て 言 わ せ な い  ・ ・ ・ ・  １ 

 ３ さらなる基礎学力の強化 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 

 ４ 大震災発生に備えて 
震災対策のスピードアップとさらなる防災力の向上を図ります   ・・・６ 

 ５ 「糖尿病に的を絞って」対策 
健康寿命の延伸・健康格差の縮小を目指します ・ ・ ・ ・ 1４ 

 ６ 困っている人に適切な支援を 
福祉部再編で生活困窮者支援と生活保護適正実施を強化します ・1７ 

 ７ 全国初！木製粗大ごみの資源化 
木製家具等が建設資材に生まれ変わります ・・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ２０ 

 ８ 鉄道高架化工事中 
まずは下りの急行線！ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  ２ １ 

 ９ そ の 他 

10 質   疑 

【担当】広報室 報道広報課  ０３（３８８０）５８１６ 

 



刑法犯認知件数ワースト圏から離脱！ 

「犯罪の多いまち」なんて言わせない！ 
 

足立区は、「『美しいまち』は『安全なまち』」を合言葉に、平成２０年から足立区総

ぐるみで「ビューティフル・ウィンドウズ運動」に取り組んでいます。昨年は、刑法

犯認知件数が４１年ぶりに９千件を大きく下回る８，２４１件（前年同期比９００件、

９．８％の減少）でピーク時の１６，８４３件から半減するとともに、都内４位とな

り、ワースト圏を離脱しました。平成２６年は、「ビューティフル・ウインドウズ運動」

を一層推進し、「治安回復宣言」に向け刑法犯認知件数８，０００件未満を目標に、「安

全で安心なまち、足立区」を実現していきます。 

   

◆ 足立区刑法犯認知件数の推移と犯罪発生分布の比較 
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町会・自治会街角防犯カメラ設置助成 【拡充】22,800千円 （Ｐ60） 

防犯カメラによる事件解決への効果と抜群の防犯性能が認められることから、足立区

は共同住宅への防犯カメラと街頭防犯カメラを組み合わせた普及を促進し、平成２５年

度には設置台数が１，０００台を突破しました。今後は、地域ぐるみの防犯・防火活動

として防犯カメラ設置促進事業は町会・自治会の「面的対策」に拡大実施していきます。 

 平成２５年度 ３町会（３１台）→ 平成２６年度 ４町会（５６台予定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問合せ先】危機管理室 危機管理課長 伊藤 三津夫 電話（３８８０）５９１０   

 

２



さらなる基礎学力の強化 
 区では「自らの人生を自ら切り拓く力を身につける」ことを目標に、これまでも基礎学

力の定着に向けて様々な取り組みを行ってきました。その結果、小学校では徐々に効果が

表れ始めていますが、中学校ではまだ効果が見えません。小学校はさらなる向上を、中学

校は徹底した基礎学力の定着を目指して、これまでの取り組みの継続や拡充に加え、もっ

と前に進むために新しい試みにも挑戦していきます。 

 

～平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

    

    

    

副担任講師の配置（小・中学校） 

①そだち指導員配置 

（小学校） 

足立はばたき塾＆補習塾 

（中学校） 

②中１夏季勉強合宿 

（中学校） 

⑤多層指導モデル実践（小学校） 

あだち小学生基礎学習教室 

（小学校） 

⑥中学校補習講座（中学校） 

④教科指導専門員による指導 

（中学校） 

 

③教員養成講座 

（小・中学校） 

拡充 

新規 

継続 

［対象］原則小学3・4年生 ［内容］算数・国語 

［実施時期］水・土曜日に年間30回 

［対象］中学3年生 ［内容］数学・英語 

［実施時期］毎週土曜定期講座、集中講座 等 

３ 



学力向上のための講師配置事業        ４７９，７３６千円 

学力向上対策推進事業            １５２，５６３千円 

教育課題解決への取組事務／教職員の研修事務  ４８，７８８千円 
 

小学校での学力調査の結果、７割以上正答した児童の割合 

平成２４年度：６６％ → 平成２５年度：７１％ 
 

 

中学校での学力調査の結果、６割以上正答した生徒の割合 

平成２４年度：６１％ → 平成２５年度：５５％ 
 

 

 

 

 

「基礎学力の定着を図ります」 

〔小学校〕 

①そだち指導員配置  【新規】１１，２００千円 （Ｐ３５） 

特定科目の授業に遅れがある児童に対し、そだち指導員が別教室等で個別学習指導を行

い、つまずきの早期解決を図ります。 

［対  象］特定科目において、遅れのある児童 

［内  容］そだち指導員（非常勤職員）の配置 

［実施方法］７校のモデル校を指定し、校内委員会を設置して実施 

〔中学校〕 

②中１夏季勉強合宿  【新規】８，０００千円 （Ｐ３６） 

小学校からの算数のつまずきを克服して中学の勉強に追いつくことを目的に、勉強合宿

を実施します。 

［対  象］中学１年生２００名 

［内  容］夏季休業中の５日間程度 

［実施方法］８月中旬に２グループ編成し、小中学校の教員が泊り込んで教える。 

 

教員の授業力向上を図ります 

〔小・中学校〕 

③教員養成講座  【新規】６，０００千円 （Ｐ３７） 

民間塾によるインターネットを活用した教員養成講座を導入し、若手教員の授業力アッ

プを支援します。 

新規事業 

これまでの取り組みの効果が表れ始めている 

これまでの取り組みの効果がまだ見えない 

４ 



［対  象］小中学校の若手教員 

［内  容］インターネットから集団指導の基礎を学ぶ教員研修 

［実施方法］民間事業者が開発した授業法を習得し、基礎を身に付けた教員の育成 

〔中学校〕 

④教科指導専門員による指導  【新規】６２，６７４千円 （Ｐ３５） 

中学生の国語・数学・英語３教科の学力定着に向け、教員の授業力アップを支援します。 

［対  象］主に学力重点校に指定された中学校 

［内  容］教科指導専門員（非常勤職員）の配置 

［実施方法］教員経験豊富で教科指導に優れた専門員による若手教員の指導・助言 

 

 

 

 

【小学校】 

⑤多層指導モデル実践  【拡充】２，４３７千円 （Ｐ３７） 

通常の学級において、異なる学力層の子どもに対応した指導・支援を提供するため、つ

まずきやすい「特殊音節」（伸ばす音、つまる音等）に焦点を当てた指導を行う「多層指導

モデル（ＭＩＭ）」を、小学校５校でのモデル実施を活かしながら各小学校に広めます。 

［対  象］原則小学校１年生 

［内  容］個の実態を把握し、学習につまずく前もしくはつまずきが深刻化する前に、

それぞれに応じた学習指導・支援を行う 

［実施期間］通年 

【中学校】 

⑥中学生補習講座  【拡充】２４，９３０千円 （Ｐ３６） 

 中学前半でのつまずきを早期対応して解決することで、中学後半の学習や高校受験に備

えます。日数を５日から ７日 、授業時間を５０分から ７０分 に拡充しました。 

［対  象］中学２年生 

［内  容］英語、数学 

［実施期間］夏季休業中の７日間 

 

 

【問合せ先】①②③④について 

教育次長 学力定着推進担当課長 浅見 信昭  電話（３８８０）６６４９ 

②③⑤⑥について 

学校教育部 教育指導室長 宮澤 一則  電話（３８８０）５９７３ 

①④について 

学校教育部 教職員課長 山崎 宏  電話（３８８０）５９７２ 

拡充事業 

５ 



大震災発生に備えて 
震災対策のスピードアップとさらなる防災力の向上を図ります 

東日本大震災の発生以降、地域防災計画の全面改訂、復興税を活用した震災対策、帰

宅困難者対策など、さまざまな対策を進めてきました。大震災発生という「いざ」とい

うときに備え、今後も防災力の向上と震災対策のスピードアップを図っていきます。 

 

 

復興税の加算が平成２６年度から始まります。毎年各年度分として個人の特別区民税

に５００円が加算され、平成３５年度までの１０年間で合計約１５億円の増収を見込ん

でいます。区では区民の安全のため、２６年度からの増収に先駆けて、２４年９月補正

で財政調整基金に２０億円を積み増し、２４年度～２７年度までの復興税を活用した防

災・減災施策を実施しています。※復興税による加算は区民税同様に都民税も５００円加算されます。 

  

 
 
 
 
 

  

 

 

 

 

    

 

 

 

 

    

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度～35年度 

24年度実績（復興税は25年1月から導入） 

・解体除去工事費助成 123件 66,212千円（うち復興税充当 4件 2,000千円） 

・区立公園の防災対策設備設置設計委託（11か所） 3,969千円（復興税全額充当） 

25年度実績（25年12月末実績。ただし区立公園の防災対策設備設置については25年度末見込） 

・耐震改修工事費助成 144件 245,544千円（うち復興税充当 25件  10,146千円） 

・解体除去工事費助成 274件 257,934千円（うち復興税充当 260件 122,586千円） 

・老朽家屋解体助成 10件 9,623千円（うち復興税充当 10件 4,718千円） 

・耐震補強設計委託（桑袋大橋） 10,074千円（復興税全額充当） 

※区立公園の防災対策設備設置設計委託（20か所） 8,200千円（復興税全額充当） 

※区立公園の防災対策設備設置工事（3か所） 35,000千円（復興税全額充当 

復興税を活用した震災対策 １,６０９,１００千円  

〔充当額〕８８８,９００千円（P２０～２２） 

防災・減災施策の実施 

Ｈ２５．１月からＨ２７年度までに行う、

緊急に実施する必要性が高く、即効性のあ

る防災・減災施策に活用 

特別区民税増収分の歳入 

Ｈ２６年度からＨ３５年度までの特別区民税増収見込み

額約１５億円は、財政調整基金積立金に充当 

  

２０億円 

財政調整基金積立金（復興税対応財源） 

活用  

充当 
約１５億円

（増収分） 
区立公園防災設備設置 

約８億円（見込） 

【H24.11～H 27年度】

建築物耐震化促進 

約８億円（見込） 

【H25.1～H 27年度末】 

その他の 

防災・減災施策 

【～H 27年度】

６ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※復興税充当事業の各年度の決算額、予算額、見込額については、「平成２６年度予算編成

のあらまし」２２ページをご覧ください。 

 

 

（１） 建築物耐震化の促進事業 829,900千円（復興税充当事業711,000千円）   
【継続】〔充当額〕185,000千円 （P20・71） 

木造住宅の耐震改修工事及び解体除却工事の助成について、復興税を充当し、時

限的（平成２７年度まで）に助成限度額を上乗せし、事業の拡充を図ります。 

◆ 耐震改修工事費用助成 361,000千円〔充当額〕25,000千円  

特に建物倒壊危険度の高い地域（次頁図参照）に限定し、木造住宅の耐震改修

工事費用の助成限度額を増額 

・一般世帯 ： 対象工事費２分の１以下で、上限８０万円を１２０万円に増額 

・特例世帯 ： 対象工事費２分の１以下で、上限１００万円を１５０万円に増額 

◆ 解体除却工事費用助成 350,000千円〔充当額〕160,000千円  

区内全域で耐震補強の必要な木造住宅の解体除却工事費用の助成限度額５０万

円を、対象工事費１０分の９で上限１００万円に増額 

 

 

７ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）老朽危険家屋対策 15,000千円【継続】〔充当額〕5,000千円 （P21・71） 

老朽危険家屋の解体工事の助成について、復興税を充当し、時限的（平成２７年

度まで）に助成限度額を上乗せし、事業の拡充を図ります。 

◆ 老朽危険家屋解体工事費用助成 

  区内全域で老朽危険家屋の解体工事費用の助成限度額５０万円を、対象工事費

１０分の９で上限１００万円に増額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問合せ先】建築室建築安全課長 吉原 治幸   電話（３８８０）５３１７   

建物倒壊危険度ランク図 

～ 地震に関する地域危険度測定調査（第６回）

尾
久
橋
通
り 

東
武
伊
勢
崎
線 

中川公園 
環七 

中川地区 

（全2町丁目） 

千住地区 

（全28町丁目） 

凡例 

危険度ランク 

５ 

 

 

１ 

 

本木梅田周辺地区 

（全33町丁目） 

小台・宮城地区 

（全3町丁目） 

 

解
体
後 

８ 



（３） 橋梁の耐震補強事業 311,000千円【継続】 
〔充当額〕280,700千円 （P21・69） 

震災後の避難通路としての役割や主要道路における緊急車両などの通行機能を

確保するため、橋梁の架替及び耐震補強を平成２７年度までに実施する予定です。 

◆ 橋梁（桑袋大橋、入谷大橋、花畑大橋）の耐震補強 

 278,000千円〔充当額〕257,000千円 

桑袋大橋の橋脚補強及び落橋防止対策などを実施。（平成 26～27年度にかけて

工事） 

入谷大橋及び花畑大橋の耐震補強詳細設計委託を平成２６年度に実施し、必要

に応じ平成２７年度以降に耐震補強を行います。 

◆ 橋梁（富士見橋）の架替  33,000千円〔充当額〕23,000千円  

富士見橋の架替によるバリアフリー化により災害時の避難通路などの充実を図

ります。 

 

 

 

 

 

 

【問合せ先】道路整備室街路橋りょう課長 井熊 章  電話（３８８０）５９２１  

 

（４） 区立公園の防災対策設備設置 453,200千円【継続】 
〔充当額〕418,200千円（P21・73） 

平成２５年度から平成２７年度までの３年間で、５２か所の区立公園（災害時一

時集合場所）に「防災井戸」、「災害緊急トイレ」及び「ソーラーLED照明」を設置

します。 

◆ 設置工事及び設計委託   

・設計委託  ２１か所（平成２７年度 設置予定の公園） 

・設置工事  ２８か所（平成２６年度 設置予定の公園） 

 

 

 

 

 

 

橋脚の補強例 落橋防止対策例 

 

１セット 約１５,０００千円 

  ・防災井戸      １基 

  ・ソーラーＬＥＤ照明 １基  

  ・災害緊急トイレ   ４基 

  ・備品倉庫      １基 

  ・案内看板      １基 

  ・その他備品類等 

標準的な設備 例）防災井戸 

９ 



【問合せ先】 

予算編成及び契約、進捗状況に関すること 

みどりと公園推進室みどり推進課長 長島 章  電話（３８８０）５４２２   

その他（下水道局等）全体調整に関すること 

都市建設部企画調整課長 増田 治行      電話（３８８０）５９０３  

復興税に関すること 

政策経営部財政課長 秋生 修一郎       電話（３８８０）５８１４  

 

都市安全確保促進事業（国補助事業） 
２７１，９４７千円（うち国庫補助額 ９０，６４９千円）（Ｐ６８） 

東日本大震災当日、北千住駅周辺は大勢の帰宅困難者であふれ、大混乱したことを教

訓に、足立区では、２５年度から、北千住駅前滞留者・帰宅困難者等への対策強化策と

して災害用電子看板（デジタルサイネージ）や災害用定点カメラ、備蓄倉庫の整備を進

めています。災害情報配信機能をさらに充実しつつ、２６年度は災害用電子看板（デジ

タルサイネージ）等の設備の増設やエリアの拡大を検討していき、さらに帰宅困難者対

策を充実・強化していきます。 

 

◆災害用電子看板（デジタルサイネージ）の増設  
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

災害用電子看板（デジタルサイネージ） 

 

災害用電子看板の概要 
・ 大きさ 高2.6×横1.6×奥行0.85（ｍ） 

・ 画面サイズ ６０インチ 

・ 避難先や周辺道路等の情報を提供 
・ 停電時でも４時間以上稼動 
・ ネットワーク不通時にはＮＨＫを自動放映 
・ テキスト入力による（合成）音声出力機能有 

２５年度 ２６年度 

設置台数 ７台（109,321千円） 

エリア 

北千住駅周辺 

設置台数 ８台（149,680千円） 

合計１５台 

増  設 

エリア 

千住大橋駅や関屋・牛田駅周辺

等の千住地域全体 

拡  大 

補助事業での導入は全国初！ 
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◆災害情報配信機能の充実  【２５年度予算】（3,800千円） 

   緊急性の高い災害情報などを瞬時に区民や帰宅困難者に伝達するために、Ｊ－ＡＬ

ＥＲＴ受信情報を災害用電子看板（デジタルサイネージ）やツイッターに自動配信で

きるシステムを導入します。そのほか、鉄道の運行状況など災害用電子看板（デジタ

ルサイネージ）を介して、必要な情報の配信や、民間企業の電子看板等への協力も検

討していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆災害用定点カメラ（ネットワークカメラ）の増設 

 
 
 
 
 
 
 

災害用定点カメラ（ネットワークカメラ） 

 

災害用定点カメラの概要 
・ 上下左右の首振りやズーム等のコントロールが可能 
・ 平常時は、防犯カメラとしても活用 
・ 電柱等に取り付け 

 災害時における情報の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 足立区独自の災害情報については、災害用電子看板、 

ツイッター、公共情報コモンズ等に適宜配信。 

●災害情報一元配信システム 

２６年度 

２５年度実施 

Ｊ－ＡＬＥＲＴ受信情報 

・国民保護情報 

・気象警報 
・津波警報 
・噴火警報 

災害用電子看板

（デジタルサイ

ネージ） 

ツイッター 

エリアメール 

公共情報コモンズ 

（ＮＨＫ等加入報道

機関等へ一括配信） 

※震度５以上など配信情報を区で条件設定 

Ｊ－ＡＬＥＲＴ受信情報 

・緊急地震速報 

●緊急地震速報（自動的に受信し、ＮＨＫに切り替わる。） 

連携 

検討事項 

Ａメール 

民間企業のデジタ

ルサイネージ（商業

施設、遊戯施設、病

院等） 

 

●交通情報（鉄道などの運行状況等） 

自 

動 

配 

信 

★災害用電子看板（デジタルサイネージ）の平常時の運用 

運用予定時間 ７時～２２時 

行政情報や区のお知らせ、イベント情報、観光情報、警察・

消防等の情報を動画・静止画により配信。 
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◆帰宅困難者対策等用備蓄倉庫の増設 

 
 
 

 
 

 

 

 

 

◆ 災害用電子看板、災害用定点カメラ及び帰宅困難者等対策用備蓄倉庫の設置予定状況 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

※災害用定点カメラ（ネットワークカメラ）は平常時、防犯カメラとして活用します。区

内の防犯カメラ設置状況は２ページの図を参照してください。 

【問合せ先】危機管理室防災計画担当課長 山下 広幸   電話（３８８０）５１９２ 

帰宅困難者対策等用備蓄倉庫 

帰宅困難者対策等用備蓄倉庫の概要 
・帰宅困難者等用の食料や水について、千住地域全体で、５万人分の水や食料を備蓄 

２５年度 ２６年度 

設置台数 １０台（75,415千円） 

エリア 

国道４号線等の帰宅支援道路沿
線や踏み切り付近 

設置台数 ３０台（89,867千円）

合計４０台 
増  設 

エリア 

千住地域のほか綾瀬駅周辺を検討
中 

拡  大 

２５年度 ２６年度 

設置か所数 １か所（10,500千円） 

エリア 

千住新橋南詰陸橋下 

設置か所数 ３か所（32,400千円） 

合計４か所 

増  設 

エリア 

千住関屋及び千住大橋付近等の地
域を検討中 

拡  大 

 

 

千住エリア災害用設備設置予定状況 
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「糖尿病に的を絞って」対策 
健康寿命の延伸・健康格差の縮小を目指します 
 

足立区民の健康寿命を国や都と比較すると、男女ともに短く、特別区の中でも下位のレ

ベルとなっています。そのため区では、最終目標を「健康寿命の延伸・健康格差の縮小」

と定め、最大の阻害要因である糖尿病にターゲットを絞り込み、糖尿病対策を強力に推進

していきます。 

健康あだち２１推進事業／糖尿病対策 【拡充】９，１８１千円（Ｐ５２） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康 

今までの健康づくり 

～「健康」へは急な坂道～ 

 
 坂が急なため、努力した人しか、

健康にはたどり着けなかった。糖

尿病などが悪化し、坂から落ちて

しまう場合もある。 
 急な坂道 

子ども 野菜 

重症化予防 

みんな健康！ 

今後目指すのは、 柵があって 
歩きやすい道 

 

健康寿命が都平均より、約2歳短い 

一人当たりの糖尿病医療費23区中1位 

糖尿病医療費が、毎年上位 
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【問合せ先】衛生部 こころとからだの健康づくり課長 馬場 優子 

電話０３（３８８０）５４３３ 

●乳児（３～４ヶ月）健診の母へ血糖値チェック 
現在の１ヶ所実施から５保健総合センター全てで実施（約２０００人を検査） 

●小学校就学時健診（例年１０～１１月に実施）時の保護者への簡易血糖値チェック 
現在の３校実施から１０校実施へ（約５００人を検査） 

●野菜や野菜惣菜の販売、野菜たっぷりメニューやベジファーストメニューを提供し、

野菜を食べやすい環境づくりに貢献する「あだちベジタベライフ協力店」の拡大 
現在の２０店舗から２００店舗へ 

●「血糖値はかり隊」による簡易血糖値チェック 
成人式、あだち区民まつりなど、６イベントで計１２００人実施 

野菜を食べる環境づくり ５，５９５千円 

子ども・家庭の生活環境づくり ３，３２０千円 

●糖尿病未治療者に対する個別訪問・指導 
より早い時期からの重症化予防のため、目安の基準を下げて１００名実施へ 

重症化予防施策 ２６６千円 
糖尿病の早期発見のため健診受診を進め、 

要治療者へもアプローチを実施 

意識せずとも自然に野菜が

食べられる環境づくりを推進 

幼児期から良い生活習慣を

根付かせる 

誰もが健康長寿にたどりつける 
足立区の３つの取り組み 

 
穴を掘って、坂を平

らに歩きやすく 

坂の崖から落ちないよう

に…、柵を立てる 

坂の上り初めを、 
後押し！ 

健康 

 

 

子ども・家庭の生活習慣 
幼少期から良い生活習慣が 
根づく取り組み  

重症化予防 
早期発見と糖尿病

未治療者への 
個別勧奨 

 野菜を食べる環境づくり 
健康に関心がなくても、 
自ずと野菜を食べ、自然に

健康になれる環境づくり 
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４０歳前の健康づくり 【新規】５，９３０千円 

平成２１年度から実施している「３５歳健診（若年者健診）」のうち、特に男性の結果が危機的な

健康状況にあることを踏まえ、平成２６年度は、これまでの「女性の健康づくり事業」を見直し、男

性の方も対象とした健診にリニューアルします。特に、健診の機会が少ない非正規雇用や無職と

いった「健康状態が良好ではない」と思われる男性の方への健診機会を増やすことで、自らの生

活を振り返り、将来の糖尿病等生活習慣病を予防するきっかけへとつなげます。 
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【問合せ先】衛生部 保健予防課長 増田 和貴 

電話０３（３８８０）５８９２ 

《 ４０歳前の健康づくり 》 

 平成２５年度 平成２６年度 

事業名 女性の健康づくり ４０歳前の健康づくり 

対象者 １８歳から３９歳までの女性 １８歳から３９歳までの男女 

場 所 各保健総合センター 

回 数 ２２回 

（二日制のみ） 

３０回 

（一日制８回、二日制２２回） 

実 績（H25） 
目 標（H26） 

女性 ７２０名 １，４１０名 

・女性   ９８７名（７０％） 

・男性   ４２３名（３０％） 

検査項目 身体計測・体組成測定 

・血圧測定・血中脂質検査・腎機能検査・肝機能検査 

・血糖検査（ＨｂＡ1ｃ、随時血糖）・歯肉のチェック 

自己負担 無料 

申込方法 お問合せコールあだち ： 電話 ０３（３８８０）００３９ 

 

〈参考〉平成２４年度 「３５歳健診」で異常が認められた者の割合（足立保健所） 

 

※男性：87％、女性：76％に何らかの異常があります。 
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［受診者総数1546名（男411名、女1135名）］ 



困っている人に適切な支援を 
福祉部再編で生活困窮者支援と生活保護適正化を強化します 
 

 社会経済状況の変化に伴い、生活困窮に陥る人や陥る可能性のある人が増大しています。

平成２７年度に施行される「生活困窮者自立支援法」に向けた対応も急務となっています。 

 一方、足立区では、平成２６年１月１日現在、生活保護受給世帯数１８,４７０世帯、受

給者数２６,２５０人で２３区中最も多い状況です。生活保護に至る前段階での支援を強化

しつつ、生活保護受給者に対して、早期の就労自立に向けた支援や不正受給対策を総合的

に展開していく必要があります。 

そこで、平成２６年度に福祉事務所の統合を含む福祉部組織の再編により、生活困窮者

支援と生活保護適正化を強力に推進します。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
生活困窮者自立支援 

 足立区はこれまでにも「若年者就労準備支援事業」や「いのち支える寄り添い支援事業」

など、他自治体に先駆けて生活困窮者向けの様々な事業を展開してきました。平成２５年

福 祉 部 

福祉管理課 

親子支援課 

高齢サービス課 

介護保険課 

障がい福祉課 

障がい福祉センター 

業務改革担当課     ［廃止］ 

介護サービス適正化担当課［廃止］ 

自立支援課 

生活保護指導担当課 

自立支援センター担当課 

中部福祉事務所 

中部中地区担当課 

中部東地区担当課 

千住福祉事務所 

東部福祉事務所 

西部福祉事務所 

北部福祉事務所 

福 祉 部 

福祉管理課 

親子支援課 

高齢サービス課 

介護保険課 

障がい福祉課 

障がい福祉センター 

生活困窮者支援担当課 

生活保護指導課 

中部生活保護第一課 

中部生活保護第二課 

援護課 

千住福祉課 

東部福祉課 

西部福祉課 

北部福祉課 

 新設 

【改編後】 【改編前】 

足立福祉事務所 
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度からは、生活困窮者自立促進支援のための国のモデル事業に２３区で唯一参加していま

す。平成２７年度法施行に向けて、新設する生活困窮者支援担当課が中心となり、これま

での相談窓口や支援事業を活かしながら、足立区にあった支援体制を確立していきます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

自自立立ををめめざざししてて  

福祉事務所 

就労支援課 こころとからだの

健康づくり課 

相相
談談
窓窓
口口  

生活困窮者支援担当課 

各窓口が連携し、一人ひとりに寄添った相談・サポートを 
行ないます 

しごと 生活 

就労準備支援  【新規】７，６００千円 

コミュニケーション能力向上、社会的自立

に向けたセミナー、研修を実施します。 

就労体験    【新規】１０，０００千円 

一人ひとりの状況に応じた就労体験をス

テップに、本格的就労に導きます。 

家計相談    【新規】５，０００千円 

家計改善に向けた相談支援を行います。 

 

居住確保・生活資金貸付（既存制度活用） 

緊急な場合の衣食住確保を図ります。 

働く！を応援 日常生活を改善 

状況に応じた様々な支援を実施 

相談体制等整備  【新規】５，０００千円 

 Ｈ26年度 
新設 
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生活保護適正実施 

 平成２５年１１月に「生活保護適正化実施協議会」から答申を受けました。この答申に

基づいて、生活保護適正実施に向けた取り組みを強化していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問合せ先】福祉部 自立支援課長 皆葉 英男 

電話０３（３８８０）５４８２ 
 

不正受給対策 

■被保護者の見守りを深めるため、民生委

員とこれまで以上に連携を強化 

■生活保護受給中の遵守事項の理解につ

ながるリーフレットなどの作成 

■悪質な不正受給への厳正な対応を図る

ための庁内検討会議を設置 

就労支援 

■被保護者が早期就労につながることを

目的とした就労支援台帳の整備 

■ハローワーク、ＣＷ、就労支援員などの

連携強化を図る連絡会の設置 

■被保護者の就労意欲の喚起につながる

就労体験や職業訓練の場の開拓 

医療扶助適正化 

■医療扶助の現状と課題を明確にして、解

決策を検討する連絡会の設置 

■主治医と嘱託医の意見を適切に反映し、

被保護者の稼働能力をより具体的に評

価できる稼働能力照会の方法や様式の

検討 

■適正な医療の受診とジェネリック医薬

品の使用促進 

その他 

■一人のＣＷが様々な世帯を担当する地

区制から、高齢者や稼働世帯などで区分

し、被保護者に即した支援を強化する対

象世帯別担当制の導入 

■国などへ制度改正を要望 

・不正の解明に必要な調査権の強化 

・就労指導に理由なく従わない者への

速やかな対応 
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全国初！木製粗大ごみの資源化 
～木製家具等が建築資材に生まれ変わります～ 
 

木製家具等の木材資源化  【新規】４１，５０５千円 （Ｐ６５） 

 資源化の向上に向け、ごみ分別の徹底を行うとともに、家庭から排出される「粗大ごみ

の４割の資源化」をめざし、貴重な木質資源を循環利用していきます。 

■ 木製粗大ごみを年間４００ｔ資源化します 

 家庭から排出される木製粗大ごみの不適物を取り除き、住宅の床材や壁材として

使用される「パーティクルボード」の原材料となるチップにマテリアルリサイクル

（※）します。チップ状にされた木材は製造業者に引き渡されパーティクルボード

に生まれ変わり、木質材料として建設現場や工場へ供給され、再利用されます。 

  ※マテリアルリサイクル…材料を原材料として再利用すること。 

 木製家具等の循環利用  

 

 

 

 

 

 

 

■ 主要国におけるパーティクルボードの消費割合 

 リサイクル木材であるパーティクルボー

ド等と新材の割合を比較すると、欧米ではパ

ーティクルボードの使用が進んでいます。日

本では、リサイクル木材を使用できる箇所に

も多くの新材が使用されているため、リサイ

クル木材の潜在需要が多くあります。 
   

【問合せ先】環境部 ごみ減量推進課長 秋腰 光信    電話（３８８０）５８１３ 

 
パーティクル 

ボード 

その他 

ﾘｻｲｸﾙ木材 新材 

日 本 １６％ １６％ ６８％ 

中 国 １５％ ４３％ ４２％ 

アメリカ ４８％ ２２％ ３０％ 

ドイツ ７２％ １９％ ９％ 

これは、何度でも

リサイクル可能な

仕組みです！ 

 

足立区温暖化対策キャラクター 

参考：日本ノボパン工業株式会社ホームページ 

ミリー 

建築資材として再利用 
 

チップ化事業者にて 
破砕・チップ化 

排出された木質粗大ごみを、粗大

ごみ中継所で材質により粗選別 

建 築 廃 材 

製造業者にてパーティクルボード化 
 

中間処理業者にて分解

し、ガラス・プラスチ

ック等の不適物を除去 

パーティクルボード 

１９ 



鉄 道 高 架 化 工 事 中 
まずは下りの急行線！ 

 

鉄道立体化の促進事業 ４，７３５，８００千円 （Ｐ６７） 

都内初の区施行 による連続立体交差事業である東武伊勢崎線竹ノ塚駅付近の
鉄道高架化工事を推進します。本事業により交通の安全性、利便性を向上させ、駅東西の

一体的なまちづくりを推進します。平成２６年度は、引き続き鉄道高架化工事を進めると

ともに区画街路第１４号線の用地取得などを行います。 

 
 

【鉄道関連事業】   ３，５２０，０００千円 
・高架橋設計、仮設通路設置工事、仮線工事、 

下り急行線高架橋工事、駅施設の工事 など 

【まちづくり関連事業】  ３８，２００千円 
・地区計画の作成委託 など 

【用地購入・補償】  １，１７７，６００千円 
・区画街路第１４号線の事業用地取得 など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          

【問合せ先】鉄道高架化に関すること 

鉄道立体推進室 鉄道立体化担当課長 塚田 晃平 

電話（３８８０）５４８４ 

まちづくりに関すること 

鉄道立体推進室 竹の塚整備推進課長 高橋  茂 

電話（３８８０）５２５０ 

完 成 

現 在 完成イメージ 

平成２６年度主な事業内容 

２０ 

現 在 ２６年度事業 

西口駅前広場イメージ 

下り急行線高架橋工事 

仮設通路設置工事 



仮線工事 

高架橋工事 

１工区 ２工区 ３工区 ４工区 

仮線工事 

高架橋工事 仮設通路設置工事 
高架橋工事 

駅施設の工事 

仮線工事 

高架橋工事 

赤：新設または移設構造物 黄：撤去前または移設前構造物 
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鉄 道 関 連 事 業  平 成 ２ ６ 年 度 の 主 な 事 業 内 容 

下り急行線高架橋工事、仮線工事、高架橋設計 

北千住 草加 

平 面 図 

各工区の施工断面図 

１工区 ２工区 ３工区 ４工区 

西 西 西 東 西 東 東 東 

駅施設の工事、 
仮設通路設置工事 


